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【株主総会のお土産について】
株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はいたしておりませんので、ご了承賜りますようお願い申しあげます。
【決議ご通知について】
決議ご通知は送付せず、株主総会終了後に、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.atom-corp.co.jp/）
に掲載させていただきます。



株主の皆様へ

　株主の皆様には、平素よりアトムグループへ格別のご支援を賜り、

厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第48回（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

定時株主総会を2019年６月14日（金）に開催いたしますので、ここ

に招集ご通知をお届けいたします。当社の事業概況および株主総会

の議案についてご案内いたしますのでご高覧賜りますようお願い申

しあげます。

　株主の皆様におかれましては、これからも引き続きご支援、ご鞭撻

を賜りますようお願い申しあげます。

代表取締役社長

石川恵輔

企業理念 社是

すべてはお客様と社員のために。

 

一、我が社は、お客様に「楽しかった、おいしかった」
と喜ばれる仕事をする。

一、我が社は、成長・繁栄の為に全力を尽くす。

一、我が社は、社員の幸福と生活向上に努力をする。

一、我が社は、創意工夫と人の和をもって前進する。

一、我が社は、仕事を通して社会に奉仕する。
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証券コード　7412
2019年５月29日

株 主 各 位
名 古 屋 市 中 区 錦 二 丁 目 ２ 番 ２ 号

代表取締役社長 石 川 恵 輔

第48回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第48回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の
株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年６
月13日（木曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

1 日　　時 2019年６月14日（金曜日）午前10時
2 場　　所 名古屋市東区上竪杉町１番地

ウィルあいち (愛知県女性総合センター）　４階　ウィルホール
3 目的事項 報告事項 １．第48期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第48期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
計算書類報告の件

決議事項 議　案
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

以　上
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・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。

 

・株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（http://www.atom-corp.co.jp/）に掲載させていただきます。

 

・事業報告の株式の状況の優先株式の内容、新株予約権等の状況、会社の支配に関する基本方針、業務の適
正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要、連結計算書類の連結株主資本等変動計算書、
連結注記表および計算書類の株主資本等変動計算書、個別注記表につきましては、法令および当社定款第
17条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.atom-corp.co.jp/）に掲載
していますので、本招集ご通知および添付書類には、記載しておりません。
なお、会計監査人、監査等委員会が監査した事業報告、連結計算書類および計算書類は、本招集ご通知お
よび添付書類に記載の各書類のほか、上記ウェブサイトに掲載している事業報告の株式の状況の優先株式
の内容、新株予約権等の状況、会社の支配に関する基本方針、業務の適正を確保するための体制および当
該体制の運用状況の概要、連結計算書類の連結株主資本等変動計算書、連結注記表および計算書類の株主
資本等変動計算書、個別注記表となります。

 

・決議ご通知は送付せず、株主総会終了後に、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.atom-
corp.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
事　　業　　報　　告

（ 2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで ）

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過および成果
　当連結会計年度における連結業績は、売上高は519億34百万円（前期比2.4％減）、営業利益は15億99
百万円（同31.6％減）、経常利益は16億30百万円（同31.1％減）、親会社株主に帰属する当期純損失は3
億62百万円（前連結会計年度は８億14百万円の当期純利益）となりました。
　当連結会計年度において新規出店を５店舗、ブランド変更を９店舗、改装を７店舗行い、不採算店５店
舗および契約終了により３店舗を閉鎖し、当連結会計年度末の店舗数は475店舗（直営店460店舗、ＦＣ
店15店舗）となりました。

　事業別の状況は次のとおりであります。
　なお、当連結会計年度より、従来の報告セグメントである「エンターテインメント事業」を「カラオケ
事業」に名称変更しております。当該セグメントの名称変更によるセグメント情報に与える影響はありま
せん。
(ⅰ)レストラン事業

　レストラン事業につきましては、新店１店舗（「ステーキ宮」１店舗）をオープンし、ブランド変更
を５店舗（「味のがんこ炎」から「カルビ大将」へ１店舗、「韓の食卓」から「カルビ大将」へ２店舗、
「甘太郎」から「カルビ大将」へ１店舗、「濱ふうふう」から「かつ時」へ１店舗）、改装を４店舗（「カ
ルビ大将」１店舗、「味のがんこ炎」２店舗、「海鮮アトム」１店舗）行い、不採算店２店舗（「カル
ビ大将」１店舗、「海鮮アトム」１店舗）および契約終了により２店舗（「がんこ亭」１店舗、「かつ
時」１店舗）の閉鎖を行い、当連結会計年度末の店舗数は280店舗となりました。
　以上の結果、レストラン事業の当連結会計年度の売上高は、353億14百万円（前期比2.0％減）とな
りました。

(ⅱ)居酒屋事業
　居酒屋事業につきましては、新店３店舗（「ぎんぶた」１店舗、「やきとりセンター」２店舗）をオ
ープンし、ブランド変更を４店舗（「いろはにほへと」から「やきとりセンター」へ１店舗、「いろは
にほへと」から「ぎんぶた」へ１店舗、「いろはにほへと」から「海へ」へ１店舗、「菱箸」から「や
きとりセンター」へ１店舗）、改装を３店舗（「寧々家」２店舗、「暖や」１店舗）行い、不採算店３
店舗（「寧々家」１店舗、「いろはにほへと」１店舗、「贔屓屋」１店舗）および契約終了により１店
舗（「寧々家」）の閉鎖を行い、当連結会計年度末の店舗数は148店舗となりました。
　以上の結果、居酒屋事業の当連結会計年度の売上高は、132億42百万円（前期比4.0％減）となりま
した。
(ⅲ)カラオケ事業

　カラオケ事業につきましては、新店１店舗（「時遊館」）をオープンし、当連結会計年度末の店舗数
は32店舗となりました。
　以上の結果、カラオケ事業の当連結会計年度の売上高は、25億46百万円（前期比0.3％減）となりま
した。
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(ⅳ)その他の事業
　その他の事業につきましては、当連結会計年度末の店舗数はＦＣ店15店舗であります。
　その他の事業の当連結会計年度の売上高は、８億31百万円（前期比3.8％増）となりました。

　セグメント別売上高は次表のとおりであります。
（単位：百万円）

セ グ メ ン ト
前連結会計年度 当連結会計年度

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

レ ス ト ラ ン 事 業 36,039 67.7％ 35,314 68.0％

居 酒 屋 事 業 13,795 25.9 13,242 25.5

カ ラ オ ケ 事 業 2,553 4.8 2,546 4.9

そ の 他 の 事 業 820 1.5 831 1.6

合 計 53,209 100.0 51,934 100.0

　次期（2020年３月期）の見通しにつきましては、国内の景気回復が期待されるなか、海外経済や金融資
本市場の変動による下振れリスクもあり、景気・消費動向の先行きは不透明な状況が続くと思われます。
また、外食産業においては、原材料および人件費の上昇など、依然として取り巻く環境は厳しい状況が続
くと予測されます。
　このような環境の下、グループの総合力を結集し食材コストの改善を行うとともに、既存ブランドの価
値向上、営業力の強化、生産性の向上、ＱＳＣの徹底により、収益力強化、業績回復を最優先に取り組ん
でまいります。
　新規出店につきましては、10店舗の新規出店を計画しております。
　通期の業績につきましては、売上高は575億17百万円、営業利益は26億92百万円、経常利益は26億66
百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は７億75百万円を見込んでおります。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の主なものは新規出店、ブランド変更および改装で、設
備投資総額は15億66百万円となりました。

③　資金調達の状況
重要な資金調達はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。
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⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

⑵　直前３事業年度の財産および損益の状況
①　企業集団の営業成績および財産の状況の推移

区　　分 2015年度
(第45期)

2016年度
(第46期)

2017年度
(第47期)

2018年度
(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円) 52,830 52,663 53,209 51,934

経 常 利 益 (百万円) 3,180 2,041 2,368 1,630

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△） (百万円) 1,779 121 814 △362

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１ 株 当 た り 当 期 純 損 失 （ △ ） （円） 9.28 0.29 4.05 △2.35

総 資 産 (百万円) 34,911 33,041 32,194 29,453

純 資 産 (百万円) 16,161 15,855 16,209 15,385

②　当社の営業成績および財産の状況の推移

区　　分 2015年度
(第45期)

2016年度
(第46期)

2017年度
(第47期)

2018年度
(当事業年度)

売 上 高 (百万円) 47,082 47,424 48,146 47,151

経 常 利 益 (百万円) 3,068 1,953 2,282 1,680

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ） (百万円) 1,689 366 1,026 △48

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１ 株 当 た り 当 期 純 損 失 （ △ ） （円） 8.79 1.63 5.20 △0.64

総 資 産 (百万円) 33,806 32,391 31,802 29,538

純 資 産 (百万円) 16,323 16,262 16,828 16,318
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⑶　重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況

会社名 資本金 当社株式の議決権比率 主要な事業
株 式 会 社 コ ロ ワ イ ド 14,030百万円 50.8 ％ 飲食業

株式会社コロワイドは、当社の普通株式9,354万株（議決権比率50.8％）を保有しており、当社の親会
社であります。
　株式会社コロワイドはコロワイドグループの中核会社であり、同グループは直営飲食店チェーン、ＦＣ
事業の多店舗展開、カラオケハウスチェーン、各種食料品および製造・加工品等の提供等の事業を営んで
おり、当社は直営飲食店チェーン事業、ＦＣ事業の多店舗展開事業、カラオケハウスチェーン事業の一部
を担当しております。当社の事業は同グループの主力事業と重複しており、相互協力体制にあります。

②　重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業

株 式 会 社 ア ト ム 北 海 道 10百万円 100.0 ％ 北海道における飲食店チェーンの経営

株 式 会 社 エ ム ワ イ フ ー ズ 90百万円 100.0 ％ 宮のたれ製造・販売

⑷　対処すべき課題
　今後の外食産業の見通しにつきましては、人口減少や少子高齢化による市場縮小により厳しい環境が続く
ものと考えられます。
　このような状況の中、当社グループといたしましては顧客満足度、集客力の向上、同業他社との競争力の
強化を軸とした売上および利益の増加を目標としております。この目標達成のために、以下の課題に取り組
んでまいります。

　①　人材の育成
　当社におきましては、飲食事業を中心としており、店舗の運営のためには人材の確保と運営能力向上が
重要な課題となります。
　新卒・中途・地域限定社員およびパートナー（パート・アルバイト）の採用を積極的に行うとともに、
女性の採用・活躍を推進し、教育、研修の強化を図り、お客様に「楽しかった、おいしかった」と喜ばれ
る従業員の育成に取り組んでまいります。

　②　安全・安心な商品の開発提供
　食の安全が重視される中、お客様に安全・安心な料理を提供することは飲食事業の継続にとって重要な
課題となります。
　当社グループとしましては、産地、加工工程、添加物などの食材の情報の確保、仕入から提供までの衛
生管理の強化に取り組んでまいります。

　③　主力業態既存店の業績回復と新規出店
　主力業態既存店の業績回復を最優先に取り組みながら、新ブランドを含めた新規出店も積極的に展開し
てまいります。

　④　働き方改革の推進による生産性の向上
　システム導入および社員の意識改革や働き方の見直しにより生産性の向上を目指してまいります。

　⑤　受動喫煙等環境への取り組み
　受動喫煙の健康に与える影響等の排除やＣＯ２の排出削減などに努めてまいります。
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⑸　主要な事業内容（2019年３月31日現在）
当社グループは、直営・ＦＣ飲食チェーン（カラオケ店含む）の経営を主要事業としております。

セ グ メ ン ト ブ ラ ン ド 業 態

レ ス ト ラ ン 事 業

ス テ ー キ 宮 ス テ ー キ ・ ハ ン バ ー グ

に ぎ り の 徳 兵 衛 す し

カ ル ビ 大 将 焼 肉

味 の が ん こ 炎 ・ が ん こ 亭 焼 肉

か つ 時 と ん か つ

海 鮮 ア ト ム す し

ラ パ ウ ザ パ ス タ ・ ピ ザ

廻 転 す し 海 へ す し

和 牛 ス テ ー キ 桜 ス テ ー キ ・ ハ ン バ ー グ

ス テ ー キ と ロ ー ス ト ビ ー フ 丼 の お 店 　 宮 ス テ ー キ ・ ロ ー ス ト ビ ー フ

ら 行 　 風 神 社 中 ラ ー メ ン

居 酒 屋 事 業

い ろ は に ほ へ と 居 酒 屋

寧 々 家 居 酒 屋

暖 や 居 酒 屋

や き と り セ ン タ ー 居 酒 屋

ぎ ん ぶ た 居 酒 屋

甘 太 郎 居 酒 屋

Ｎ Ｉ Ｊ Ｙ Ｕ － Ｍ Ａ Ｒ Ｕ 居 酒 屋

海 へ 居 酒 屋

春 花 秋 灯 居 酒 屋

鳥 の 蔵 居 酒 屋

カ ラ オ ケ 事 業 時 遊 館 カ ラ オ ケ
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⑹　主要な営業所および工場（2019年３月31日現在）
①　本店 　愛知県名古屋市中区
②　仙台事務所 　宮城県仙台市青葉区
③　上三川事務所 　栃木県河内郡上三川町
④　北陸営業所
⑤　主要な子会社営業所

　福井県福井市大宮
　株式会社アトム北海道（本社：愛知県名古屋市中区、北海道営業本部：北海道札幌市白石区）

⑥　店舗（子会社店舗含む） 　直営460店舗　ＦＣ15店舗
地 域 直 営 店 舗 数 Ｆ Ｃ 店 舗 数 合 計

北 海 道 62店 － 62店
青 森 県 9店 － 9店
岩 手 県 15店 － 15店
宮 城 県 28店 － 28店
秋 田 県 10店 － 10店
山 形 県 14店 － 14店
福 島 県 26店 － 26店
茨 城 県 28店 － 28店
栃 木 県 28店 － 28店
群 馬 県 9店 － 9店
埼 玉 県 7店 － 7店
千 葉 県 7店 － 7店
東 京 都 2店 － 2店
神 奈 川 県 1店 － 1店
新 潟 県 12店 － 12店
富 山 県 5店 － 5店
石 川 県 7店 － 7店
福 井 県 22店 1店 23店
山 梨 県 6店 － 6店
長 野 県 16店 － 16店
岐 阜 県 28店 5店 33店
静 岡 県 18店 － 18店
愛 知 県 68店 8店 76店
三 重 県 8店 1店 9店
滋 賀 県 6店 － 6店
京 都 府 4店 － 4店
大 阪 府 6店 － 6店
兵 庫 県 4店 － 4店
奈 良 県 2店 － 2店
福 岡 県 1店 － 1店
熊 本 県 1店 － 1店

合 計 460店 15店 475店
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⑺　使用人の状況（2019年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事　業　区　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

レストラン事業 611（2,252）名 53名減 （63名減）

居酒屋事業 308 （918）名 4名減 （31名減）

カラオケ事業 58 （153）名 6名減 （5名増）

その他の事業 4 （8）名 2名増 （－）

全社 233 （5）名 5名増 （1名減）

合　　　計 1,214（3,336）名 56名減 （90名減）

(注)１．使用人数は就業員数であり、パートは（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２．使用人数には契約社員および嘱託社員が含まれております。
３．全社と記載されている使用人数は、本部に所属しているものであります。

　　　　また、企業集団の使用人数の男女別の内訳は次のとおりです。

男　女　区　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

男　　　性 955名 40名減

女　　　性 259名 16名減

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,071（3,043）名 51名減（76名減） 40.1歳 8.7年

(注)１．使用人数は就業員数であり、パートは（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２．使用人数には契約社員および嘱託社員が含まれております。
３．平均年齢および平均勤続年数は正社員のみの平均値を記載しております。

　　　　また、当社の使用人数の男女別の内訳は次のとおりです。

男　女　区　分 使　用　人　数 前事業年度末比増減

男　　　性 834名 33名減

女　　　性 237名 18名減
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⑻　主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 足 利 銀 行 507百万円

株 式 会 社 大 垣 共 立 銀 行 454

株 式 会 社 北 陸 銀 行 297

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 254

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 231

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　　　該当事項はありません。
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２．株式の状況（2019年３月31日現在）
＜普通株式＞
⑴　発行可能株式総数 290,999,968株
⑵　発行済株式の総数 184,559,297株
⑶　株主数 161,715名
⑷　大株主（上位10名）

株 主 名
持　株　数　（株） 持株

比率
（％）普通株式 第１回

優先株式
第２回

優先株式
第３回

優先株式
第４回

優先株式 合計

株式会社コロワイド 93,544,166 9,000,000 5 5 10 102,544,186 53.11

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口９) 692,200 － － － － 692,200 0.36

メリルリンチ日本証券株式会社 641,600 － － － － 641,600 0.33

ＭＬＰＦＳ ＩＮＣ ＳＴＯＣＫ
ＬＯＡＮ 600,000 － － － － 600,000 0.31

株式会社足利銀行 500,988 － － － － 500,988 0.26

井上ヒロ子 347,138 － － － － 347,138 0.18

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口７) 346,600 － － － － 346,600 0.18

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ
ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ
５０５１０３

321,006 － － － － 321,006 0.17

Ｊ．Ｐ． ＭＯＲＧＡＮ ＢＡＮＫ
ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ Ｓ．Ａ．
３８１５５５

283,700 － － － － 283,700 0.15

株式会社大垣共立銀行 225,750 － － － － 225,750 0.12

(注)１．当社は､自己株式を471,989株保有しておりますが､上記大株主からは除外しております。
　　２．持株比率は自己株式（471,989株）を控除して計算しております。
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＜優先株式＞
Ⅰ　第１回優先株式
⑴　発行可能株式総数 9,000,000株
⑵　発行済株式の総数 9,000,000株
⑶　株主数 1名
⑷　株主名　　　　　　　　　　株式会社コロワイド

Ⅱ　第２回優先株式
⑴　発行可能株式総数 7株
⑵　発行済株式の総数 5株
⑶　株主数 1名
⑷　株主名　　　　　　　　　　株式会社コロワイド

Ⅲ　第３回優先株式
⑴　発行可能株式総数 7株
⑵　発行済株式の総数 5株
⑶　株主数 1名
⑷　株主名　　　　　　　　　　株式会社コロワイド

Ⅳ　第４回優先株式
⑴　発行可能株式総数 18株
⑵　発行済株式の総数 12株
⑶　株主数 2名
⑷　株主名　　　　　　　　　　株式会社コロワイド
　　　　　　　　　　　　　　　株式会社東和銀行
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３．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2019年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 石 川 恵 輔

専務取締役 伊 藤 文 暁 人事総務本部長

取締役 斎 藤 紀 幸 開発管理本部長

取締役 小 澤 俊 治 カッパ・クリエイト株式会社代表取締役社長

取締役（監査等委員・常勤）（注２、３） 太 田 一 義

取締役（監査等委員）（注１、５） 才 門 麻 子 株式会社クラッセ・ドゥ・クラッセ代表取締役
カッパ・クリエイト株式会社社外取締役

取締役（監査等委員）（注１、５） 小 川 高 正 株式会社ＵＣＳ顧問

(注) １．取締役（監査等委員）才門麻子氏および小川高正氏は社外取締役であります。
２．取締役（常勤監査等委員）太田一義氏は、過去に当社の経理部門の業務に長年にわたり携わっておりました。
３．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために太

田一義氏を常勤の監査等委員として選定しております。
４．当事業年度の取締役の異動は次のとおりであります。

・2018年６月14日開催の当社第47回定時株主総会において、石川恵輔氏が取締役に選任され就任いたしました。また、同氏
は同総会終了後開催の取締役会において、代表取締役社長に選定され就任いたしました。

・2018年６月14日開催の当社第47回定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員）中林滋宜氏および取締役（監査
等委員）加納敏孝氏は任期満了により退任いたしました。

・2018年６月14日開催の当社第47回定時株主総会終結の時をもって、常務取締役太田一義氏は任期満了により退任し、取締
役（監査等委員）に選任され就任いたしました。

・2018年６月14日付で、伊藤文暁氏は取締役から専務取締役に就任いたしました。
５．当社は、社外取締役の全員を東京証券取引所および名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。
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⑵　取締役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取  締  役  （  監  査  等  委  員  を  除  く  ）
（  う  ち  社  外  取  締  役  ）

4名
（-）

51百万円
(-)

取  締  役  （  監  査  等  委  員  ）
（  う  ち  社  外  取  締  役  ）

5
（3）

24
(8)

合 　 　 　 　 　 計
（  う  ち  社  外  取  締  役  ）

9
（3）

76
(8)

(注)　１．取締役（監査等委員を除く）の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2016年６月16日開催の第45回定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）について年額

200百万円以内（ただし、使用人分給与を含まない。）、取締役（監査等委員）について年額50百万円以内と決議いただい
ております。
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⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等との兼職状況および当社と当該他の法人等との関係

・取締役（監査等委員）才門麻子氏は、株式会社クラッセ・ドゥ・クラッセの代表取締役およびカッパ・
クリエイト株式会社の社外取締役であります。カッパ・クリエイト株式会社は当社の親会社である株式
会社コロワイドの子会社であります。当社と株式会社クラッセ・ドゥ・クラッセとの間には特別の関係
はありません。

・取締役（監査等委員）小川高正氏は、株式会社ＵＣＳの顧問であります。当社と兼職先との間には特別
の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 お よ び 発 言 状 況

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
　 才 門 麻 子

当事業年度に開催された取締役会12回のうち11回に出席いたしました。主に
経営者の見地や女性の視点から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
また、当事業年度に開催された監査等委員会12回のうち11回に出席し、監査結
果についての意見交換等、適宜、必要な発言を行っております。

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
　 小 川 高 正

当事業年度に開催された取締役会12回の全てに出席いたしました。主に経営
者の見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保
するための助言・提言を行っております。
また、当事業年度に開催された監査等委員会12回の全てに出席し、監査結果に
ついての意見交換等、適宜、必要な発言を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外役員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限
定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、５百万円または法令が定める額のいずれか高い額としてお
ります。
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４．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　有限責任　あずさ監査法人

⑵　報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 50百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 50百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠等が適切であるかど
うかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主
総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員
全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合監査等委員会が選定した監査等委員は、解任
後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑸　責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、30百万円または法令が定める額のいずれか高い額としており
ます。

５．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社グループは、株主の皆様への利益還元を企業経営の重要な柱と考え、財務体質の強化を図りながら、業
績に連動した配当を継続的に実施することを基本方針としております。
　また、内部留保金につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開に活用し、企業価値の向上に資する所
存であります。
　当期につきましては、上記方針に基づき、財務状況や次期業績予想等を総合的に勘案し、普通株式の期末配
当を１株当たり２円とさせていただきました。
　なお、次期の配当については、普通株式１株当たり２円の期末配当を予定しておりますが、更なる業績拡大
を図り、増配等による株主様への積極的な利益還元を行っていく所存であります。

－ 17 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

ご
参
考

連　結　貸　借　対　照　表
（2019年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

工 具 、 器 具 及 び 備 品

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

6,928

4,845

1,002

11

356

712

22,524

14,058

9,133

2,947

549

1,405

1

22

558

481

77

7,907

300

6,027

1,409

196

△27

流 動 負 債 9,044

買 掛 金 3,065

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,436

リ ー ス 債 務 735

未 払 金 2,533

未 払 法 人 税 等 425

未 払 消 費 税 等 190

販 売 促 進 引 当 金 553

そ の 他 104

固 定 負 債 5,023

長 期 借 入 金 2,544

リ ー ス 債 務 1,105

資 産 除 去 債 務 1,234

そ の 他 138

負 債 合 計 14,067

純 資 産 の 部

株 主 資 本 15,416

資 本 金 4,073

資 本 剰 余 金 7,116

利 益 剰 余 金 4,417

自 己 株 式 △190

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △31

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △31

純 資 産 合 計 15,385

資 産 合 計 29,453 負 債 ・ 純 資 産 合 計 29,453

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　損　益　計　算　書

（ 2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで ）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 51,934
売 上 原 価 17,196
売 上 総 利 益 34,738
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 33,138
営 業 利 益 1,599
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 33
不 動 産 賃 貸 料 148
そ の 他 69 251

営 業 外 費 用
支 払 利 息 87
不 動 産 賃 貸 原 価 124
そ の 他 8 220

経 常 利 益 1,630
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 8
受 取 補 償 金 97 106

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 84
減 損 損 失 1,244
そ の 他 93 1,422
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 314
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 867
法 人 税 等 調 整 額 △189 677
当 期 純 損 失 362
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 362

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2019年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
の れ ん
借 地 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

6,239
4,371

917
2

307
476
164

23,299
12,586
7,405

662
458

2,820
1,239

93
16
52
25

10,618
300

1,472
1,977

149
5,347
1,368

29
△27

流 動 負 債 8,440
買 掛 金 2,848
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,436
リ ー ス 債 務 637
未 払 金 2,279
未 払 配 当 金 4
未 払 費 用 0
未 払 法 人 税 等 411
未 払 消 費 税 等 178
前 受 金 11
預 り 金 47
前 受 収 益 26
販 売 促 進 引 当 金 553
１ 年 内 資 産 除 去 債 務 4

固 定 負 債 4,779
長 期 借 入 金 2,544
リ ー ス 債 務 977
長 期 未 払 金 34
預 り 保 証 金 60
資 産 除 去 債 務 1,126
そ の 他 36

負 債 合 計 13,220
純 資 産 の 部

株 主 資 本 16,350
資 本 金 4,073
資 本 剰 余 金 7,116

資 本 準 備 金 1,400
そ の 他 資 本 剰 余 金 5,716

利 益 剰 余 金 5,351
利 益 準 備 金 128
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,222

繰 越 利 益 剰 余 金 5,222
自 己 株 式 △190

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △31
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △31

純 資 産 合 計 16,318
資 産 合 計 29,538 負 債 ・ 純 資 産 合 計 29,538

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（ 2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで ）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 47,151

売 上 原 価 15,907

売 上 総 利 益 31,243

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 29,626

営 業 利 益 1,616

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 60

不 動 産 賃 貸 料 147

そ の 他 65 273

営 業 外 費 用

支 払 利 息 79

不 動 産 賃 貸 原 価 123

そ の 他 7 209

経 常 利 益 1,680

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 8

受 取 補 償 金 97 106

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 79

減 損 損 失 1,057

そ の 他 82 1,219

税 引 前 当 期 純 利 益 567

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 836

法 人 税 等 調 整 額 △221 615

当 期 純 損 失 48
(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年５月14日
株 式 会 社 　 ア 　 ト 　 ム

取　締　役　会　御中
有限責任　あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 根 本 剛 光 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 間 宮 光 健 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 新 名 谷   寛   昌 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アトムの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会
計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法
人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営
者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を
検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ア
トム及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年５月14日
株 式 会 社 　 ア 　 ト 　 ム

取　締　役　会　御中
有限責任　あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 根 本 剛 光 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 間 宮 光 健 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 新 名 谷   寛   昌 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アトムの2018年４月１日から2019年３月31日までの
第48期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計
画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手
続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの
評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第48期事業年度の取締役の職務の執行について監査いたしまし
た。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役

及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎
通及び情報交換を図り、店舗・事務所・工場を訪問して事業の実態を調査し、事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月15日
株式会社アトム　監査等委員会

常勤監査等委員 太 田 一 義 ㊞
監 査 等 委 員 才 門 麻 子 ㊞
監 査 等 委 員 小 川 高 正 ㊞

（注）監査等委員才門麻子及び小川高正は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類
議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同
じ。）全員（４名）が任期満了となります。つきましては、経営体制の見直しに伴い１名減員し、取締役３名の
選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると判断してお
ります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 株 式 数

１
い し か わ け い す け
石 川 恵 輔
( 1 9 7 1 年  9  月 2 3 日 生 )

2001
2015
2016
2017
2017
2018

年
年
年
年
年
年

６
11
11
３
６
６

月
月
月
月
月
月

㈱レインズインターナショナル入社
同社事業統括本部居酒屋本部本部長
カッパ・クリエイト㈱営業本部副本部長
同社常務執行役員営業本部長
同社常務取締役
当社代表取締役社長（現任）

普通株式
1,000株

２
い と う ふ み あ き
伊 藤 文 暁
( 1 9 6 3 年  3  月  3  日 生 )

1986年９月 当社入社

普通株式
4,000株

1999年４月 当社人事部長
2008年６月 当社取締役人事グループマネージャー
2008年10月 当社取締役総務・人事担当
2009年３月 当社取締役第一管理部長
2011年４月 当社取締役総務人事担当
2014
2018

年
年

10
６

月
月

当社取締役人事総務本部長
当社専務取締役人事総務本部長（現任）

３
さ い と う の り ゆ き
斎 藤 紀 幸
( 1 9 6 7 年  4  月  3  日 生 )

1997
2007
2010
2011
2013
2019

年
年
年
年
年
年

５
４
４
４
６
３

月
月
月
月
月
月

アムゼ㈱（現：当社）入社
㈱ジクト（現：当社）店舗開発部部長
当社執行役員ジクトカンパニー営業管理部長
当社執行役員営業管理本部長
当社取締役営業管理本部長
当社取締役開発管理本部長（現任）

普通株式
2,900株

(注)　各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
以　上
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トピックス

ステーキ宮でサラダバーをはじめました。
食感を楽しんでいただけるように考えて
カットした、新鮮で彩り鮮やかな野菜をス
プーンでまぜて食べていただくサラダバー
です。

★サラダバーはじめました～ステーキ宮～

ブランド 店舗名 都道府県別 オープン日

時遊館 水沢駅前店 岩手県 ５月24日
ぎんぶた 伏見長者町店 愛知県 ７月25日
やきとりセンター 一関駅前店 岩手県 10月３日
やきとりセンター 古川駅前店 宮城県 10月17日
ステーキ宮 熊本浜線バイパス店 熊本県 ３月20日

ステーキ店や居酒屋など10店舗を出店する計画としております。
収益の見込める出店ポイントを精査し、業績に貢献できる店舗を
増やしてまいります。

＜新店情報＞
出店実績

2019年３月期
出店実績

５店舗

2020年３月期
出店計画

10店舗

2019年 ３ 月20日、 熊 本 県 熊 本 市 南 区 に、 
ステーキ宮熊本浜線バイパス店が熊本県１号店、
九州２号店としてオープンいたしました。
地域の皆様に愛されるよう、元気いっぱい
営業しております!!

★ステーキ宮が熊本県にオープン!!
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株主優待のご案内

株主優待の内容
100株以上ご所有の株主の皆様に株主様ご優待カードを進呈

９月末・３月末の割当基準日にご所有の株数に応じてご優待
ポイントを進呈
９月末割当基準日にご所有の方 12月に発行
３月末割当基準日にご所有の方 ６月に発行
１回の発行につき
100株〜500株未満 2,000ポイント
500株〜1,000株未満 10,000ポイント
1,000株以上一律 20,000ポイント
※１ポイント１円相当

ご優待ポイントの有効期限
６月発行ポイント 翌年６月末日
12月発行ポイント 翌年12月末日

● ご優待ポイントは、当社グループの対象店舗、あるいは株
主様ご優待商品等にご利用いただけます。

● 対象店舗につきましては、同封の「店舗一覧」をご確認く
ださい。

● ご優待商品の詳細につきましては、当社ホームページおよ
び同封の「株主様ご優待商品申込書」をご確認ください。

ご優待ポイント発行に関するお知らせ

2019年３月末日確定株主様のご優待ポイント発行日

2019年６月26日

※ご利用中の株主様ご優待カードへポイントを追
加させていただきます。
新規の株主様および2018年９月末基準日に当社
単元株式を保有されていなかった株主様につき
ましては、2019年６月26日に別郵便にて株主様
ご優待カードをお送りさせていただきます。

ご優待カードの再発行およびご優待ポイントのお問い合わせ
コロワイドグループ株主様ご優待ポイントサービスセンター

☎ 0570-03-0312
☎ 045-228-9671

ホームページのご案内

当社では、企業情報、お店情報、求人情報等に関する最新の

インフォメーションをインターネットのホームページ上で

ご提供しております。

http://www.atom-corp.co.jp/
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株主メモ

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
定時株主総会 毎年６月開催
基準日 定時株主総会

期末配当金
中間配当金

毎年３月31日
毎年３月31日
毎年９月30日

そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日
公告方法 当社の公告方法は電子公告としております。
公告掲載のホームページアドレス http://www.pronexus.co.jp/koukoku/7412/7412.html
株主名簿管理人 および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人事務取扱場所 名古屋市中区栄三丁目15番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵送物送付先） 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） ® 0120-782-031
（インターネットホームページURL） http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

株式に関する住所変更、配当金等の
お届出および照会について

株主様のお取引口座がある証券会社にお届出・照会ください。
なお、証券会社とのお取引がなく、特別口座で株式をご所有の株主様は、三井
住友信託銀行株式会社にお届出・照会ください。

支払期間経過後の配当金について 三井住友信託銀行株式会社へお申出ください。

『マイナンバー制度』について マイナンバーの利用範囲には株式の税務関係手続きも含まれます。株主様はお
取引の証券会社等へマイナンバーをお届出ください。

【マイナンバーのお届出に関するお問い合わせ先】
株主様のお取引口座がある証券会社にお問い合わせください。
なお、証券会社とのお取引がなく、特別口座で株式をご所有の株主様は、三井
住友信託銀行株式会社にお問い合わせください。
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株主総会会場ご案内図

会 場
名古屋市東区上竪杉町１番地
ウィルあいち (愛知県女性総合センター）　４階　ウィルホール

交 通
◦地下鉄名城線「市役所」駅　２番出口より東へ徒歩約10分
◦名鉄瀬戸線「東大手」駅　南へ徒歩約８分
◦基幹バス「市役所」下車　東へ徒歩約10分
◦市バス幹名駅１「市政資料館南」下車　北へ徒歩約５分

明和高校

出来町通

Ｎ

外堀通市政資料館南

県庁

市役所

市役所
２番出口

名古屋医療
センター

市政資料館

地
下
鉄
名
城
線

東
大
手

市
役
所

大
津
通

名
鉄
瀬
戸
線

愛
知
県
東
大
手
庁
舎

国
道
41
号

ウィルあいち
（愛知県女性総合センター）

（注）駐車場のご用意はいたしておりませんので、ご了承賜りますようお願い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


